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１．研究目的  

 

本研究の最終的な目標は、戦後の薬害事件に関連する薬害資料を対象に、その保存状況

の調査、整理を踏まえ、そうした資料を共有・活用するシステムとして「薬害資料データ・

アーカイブズ」を構築することである。この作業は、薬害資料を活用して持続可能な研究、

教育、展示などのためのインフラストラクチャー、ハブ(Hub)機能を構築するものである。

特に、グローバル化とインターネットの発展に相応しいメタデータ作成を通して、薬害と

関連している機関、被害者、研究者、一般の利用者などが、ネット上でデータをみられる

ような基盤を構築することを目指している。研究方法としては、アーカイブズ学のメタデ

ータ管理方法と手順に基づいて、対象となる資料を選別、整理、目録入力、デジタル化（保

存状態の悪い文書を対象に）、公開資料の選別、検索機能の設計、共有方法を模索すること

である。  

とはいえ、このような最終目標は短時日に実現できるものではない。そこで今年度は、

薬害関連被害者団体が所蔵している資料を対象にし、薬害関連資料の体系的な管理のため

の基盤を構築し、「薬害資料データ・アーカイブズ」へとつながるものとすることを目的と

した。社会的に影響を持ったどれほど大きな出来事であっても、時代の流れにつれて風化

を免れない。実際に被害を受けた人々も時代の流れに連れて高齢化は避けられない。薬害

に限らず、どのように強烈な被害であってもそれを体験し記憶する人々は、いずれこの世

界から姿を消す。しかしながら、薬害の経験は被害を受けた当事者のみにとどめておくべ

きものではなく、広く社会の経験として将来に向け多面的に生かしていくべきものという

べきである。  

 このため本研究活動においても、特に当事者の高齢化により資料整理が困難になってい

る薬害被害者団体を中心に、その所蔵する資料の形態別分類、目録入力、シリーズ別（場

合によってはファイルレベル）公開分類などを行なって、データベース化することをめざ

す。この事業は、（１）医薬品等による薬害事件の記憶・記録を後世に継承する意義を持つ

と共に、（２）当事者団体の高齢化・団体解散が危惧される現在、貴重な資料等が適切に管

理・保管がなされないまま散逸、毀損するのを防ぐために、迅速に行なわれる必要がある。 

 薬害に関する資料等については、2010 年 4 月に「薬害肝炎事件の検証及び再発防止のた

めの医薬品行政のあり方検討委員会」により、「すべての国民に対する医薬品教育を推進す

るとともに、二度と薬害を起こさないという行政・企業を含めた医薬関係者の意識改革に
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役立ち、幅広く社会の認識を高めるため、薬害に関する資料の収集、公開等を恒常的に行

う仕組み（いわゆる薬害研究資料館など）を設立すべきである」と指摘された。また薬害

HIV や薬害肝炎の原告団の方々からも「薬害資料館」設置の要望が挙がっている。厚生労

働省には、同年 7 月から「薬害を学び再発を防止するための教育に関する検討会」が設置

され、「薬害に関する資料収集・公開等の仕組み」が持つべき機能として展示・収集保存･

調査研究・教育啓発等があるなど、多岐にわたるが、全体的に薬害関係資料の把握が必要

だ」との意見が出された。その実践として、厚労省科学研究費（2013 年度から 2 年間）「薬

害に関する資料等の調査・管理・活用等に関する研究」（2015 年度から 1 年間）「薬害資料

データ・アーカイブズの基盤構築に関する総合研究」（2016 年度）が実施され、資料を統

一的・体系的に分類・整理・保管するための手法について検討・実践している。  

 

２．研究方法  

 

 今年度は「薬害資料データ・アーカイブズの基盤構築」を目標とし、データベースの構

築に欠かすことのできない基盤を作り上げる。具体的には、支援対象の薬害団体が所蔵し、

かつ関係者の高齢化により手当の緊急性が高い資料を対象に、目録記述、目録入力（基本

的にファイルレベル）、公開分類（シリーズレベル）などを行なうことである。このため以

下のような作業を実施する。  

 

①過去 3 年間の調査結果を基に薬害資料等を統一的・体系的に整理・保存するための方法

について検討し、これを実際の資料に実践する。  

②「薬害データ・アーカイブズ基盤構築」のため、資料管理対象団体の選定、入力項目の

選定、資料概要・目録記述の作成、形態別目録入力などを行う。  

③被害者個人や団体において、資料整理マニュアル（仮）の訂正や整理・保存の実施に当

たっての助言・指導を実施する。  

④被害者及び被害者団体は全国に存在している。この中で特に資料整理支援が必要な団体

の場合は、現地で資料整理、目録入力、公開分類などを行って、マニュアルを訂正する。 
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 これらの作業を軸として、研究代表者・藤吉を中心に、アーカイブズ学専門家の金慶南

（慶北大学（韓国）教授、法政大学客員研究員）、太田恭治（大阪人権博物館元学芸員）な

どの協力を得て事業を推進する。  

 

３．研究にあたっての留意事項  

 

 本研究は既述の通り、2013（平成 25）年より継続的に実施されている薬害資料の研究を

引き継ぐかたちで研究代表者が実施するものである。これまでの研究成果を踏まえて推進

することが求められると共に、これまでに研究班が培ってきた被害者団体との信頼関係を

損ねることなく、それをより確固たるものとすべく細心の注意を払って研究に臨むことが

求められる。この点が、研究機関での一般的な社会科学分野の研究活動と本研究が異なっ

て細心の注意を払わなければならない点である。  

 また、研究代表者の交代に伴って研究活動の主たる場所も変更となった。法政大学大原

社会問題研究所の金慶南氏を中心として続けられてきた本研究は、2016（平成 28）年度よ

り追手門学院大学社会学部の藤吉圭二を中心として推進することとなったが、これは単に

研究拠点が東京から大阪に移転したことのみを意味するのではない。被害者団体との緊密

な連携が必須とされる本研究において、東京を拠点に構築されてきた信頼関係のネットワ

ークを、大阪を拠点とするそれに移し替えていかなければならない。このためには被害当

事者と研究班メンバーとの丁寧な関わり直しが不可欠であり、従来のネットワークの中心

である金慶南氏を媒介としつつ、薬被連関係者の助力も得て、あらためて信頼関係の構築

に取り組む必要があり、これには細心の注意をもって当たらねばならない。  

 これに加え、大阪においては後に詳述するように研究者の所属機関とは別の大阪人権博

物館（リバティおおさか）に諸資料の保管をお願いすることとなった。資料そのものにあ

たって調査・整理する作業は本研究の中核的部分のひとつであり、これはひとり研究代表

者のみによって遂行できるものではない。資料を保管する大阪人権博物館を作業拠点とし、

そこで調査・整理に携わることのできる人材の確保も追求していかねばならない。  

 以上のような事情により、離日して韓国の大学に赴任された金慶南氏を 8 月に大阪に迎

えてワークショップを実施し、これをもって本年度研究活動のキックオフミーティングに

することとした。その後、研究協力者も確保することができ、研究拠点移転初年としては

順調な滑り出しであったと評価できる。  
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４．結果と考察  

 

 8 月に金慶南氏を迎え大阪人権博物館にて実施したワークショップの内容を踏まえ、そ

の後に薬被連当事者と新研究班との関係の再構築、および大阪人権博物館での活動環境の

整備を進め、以下のような活動を軸に研究を推進した。  

（１）大阪人権博物館での資料整理と調査  

（２）薬害被害当事者との信頼関係構築  

（３）薬害資料整理のためのワークショップ  

 これら 3 つの軸について以下にまとめていく。  

 

（１）大阪人権博物館での資料整理と調査  

 大阪人権博物館（1985 年に大阪人権歴史資料館として設立）は同和問題に関連する資料

を中心に保存・研究・展示をする博物館として出発したが、広く人権に関わる事象を扱う

ようになり、薬害被害についても取り組みを進め、2015 年秋には企画展「薬害を語り継ぐ 

サリドマイド・スモン・薬害ヤコブ」を開催したのをはじめ、薬害被害者との交流を深め

ていた。その過程で、企画展に出展したものなどを中心に薬害被害者の遺品や薬害の資料

などが、当初の保管者の高齢化、保管場所の老朽化などを背景として博物館に保管される

ようになっていった。大阪の中心市街地からはやや離れるものの、環状線最寄りの「芦原

橋」駅から徒歩圏内にあり、外部から資料整理要員を確保するにも有利な立地であった。 

 資料整理について本年度は、主として福岡スモン関係資料の目録化を進めた。これは後

掲（付論 スモン関係資料の緊急避難について）のような経緯で博物館に受け入れたもの

である。全体で 30 箱分ある資料について、簿冊（ファイル）レベルでの目録化作業を実施

した。作業は全体の 3 分の 2 まで完了したので、残り 3 分の 1 の簿冊レベルでの目録化、

および資料すべての件名（アイテム）レベルでの目録作成と公開基準の確定、さらに資料

のスキャニングについては来年度の課題とした。  

 これに加えて夏のワークショップ後には、奈良女子大学の歴史学・アーカイブズ学研究

者である島津良子を中心として資料整理のための作業チームを編成することができ、これ

により作業効率の大幅な向上が見られた。この作業の過程で新規に加わった作業メンバー
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も資料の調査、目録作成に習熟する機会を得られ、後述のワークショップに結びつけるこ

とができた。  

 

（２）薬害被害当事者との信頼関係構築  

 薬害被害者には当事者団体が、研究者には研究組織が存在するが、基本的にはそうした

組織体以前に、個人レベルでの信頼関係を基盤とする被害者団体の協力を抜きにして薬害

アーカイブズ研究を前に進めることはできない。研究代表者をはじめ今年度の研究班は新

規参加の研究者と薬被連の関係者との打合会を実施し、新たに編成された研究班の研究活

動方針等をお示しし、質疑応答などする過程で信頼関係の醸成に努めた。その場では新研

究班への質問だけでなく様々な要望も薬被連関係者から出され、その後の応答を通じて次

に記述するワークショップを実現するに至った。  

 

（３）薬害資料整理のためのワークショップ  

 本研究は薬害データのアーカイブズを対象に、どのようにしたらそれが広く利用可能な

オンライン資源になり得るかについて知見を得ようとするものであり、すべての薬害資料

を一か所に集約し、それをベースに研究を推進しようとするものではない。資料の保管、

整理、目録作成は、あくまで被害者団体が主体となって実施していただくべきものであり、

研究班の任務は、当事者のそうした主体的な取り組みを専門的な視点からサポートするこ

とにある。この観点から、従来の研究班も被害者団体を訪問して所蔵資料の現況を調査す

ると共に、資料整理・目録作成の指導を重ねてきている。  

 資料整理・目録作成の専門的な部分については、1 回あるいは 1 日程度のサポート（指

導や助言）ではなかなか十全なものにはならないこと、ある程度サポートの成果が上がっ

てもそれで完了というわけにはいかず、時間の経過と共に曖昧になっていく部分を適宜修

正するなどの配慮が必要である。また一度のサポートに関係者の全員が参加できるわけで

もないので、当事者が自力で取り組んでいけるレベルを上げていくためにも、年ごとに適

切なサポートを継続していく必要がある。新しい研究班になって初年度であり、薬害当事

者との信頼関係を構築するには相当の時間をかけながら臨むのが無難と当初は見込んでい

たが、説明会や打合せ会を通じて想定よりも早い時期に薬被連関係者との信頼関係を一定

程度構築することができ、そこから「実際に資料の保存先にお邪魔しての資料整理サポー

ト」の実施が実現した（今回は愛媛県内の関係者）。  
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 当事者主体の資料整理という原則をより強力に推進すべく、保存先の関係者だけでなく

距離的、時間的に参加可能な薬被連関係者も募り、ワークショップを実施した。まだ今年

度中にまとまった成果を出せるところまでは行かなかったが、作業には相当な進捗が見ら

れた。ここから、現場での実地指導がそのまま作業の進捗につながり、専門家の立ち会い

のもとで当事者がまとまった作業をすることにより、作業への習熟度合いを劇的に高める

効果があったと見ることができ、今後も研究班の重要な活動の一環として進めていきたい

と考えている。  

 

５．結論  

 

 冒頭に示したとおり、本研究の最終的な目標は、戦後の薬害事件に関連する薬害資料を

対象に、その保存状況の調査、整理を踏まえ、そうした資料を共有・活用するシステムと

して「薬害資料データ・アーカイブズ」を構築することである。この最終目標を念頭に、

今年度は、（１）大阪人権博物館での資料整理と調査、（２）薬害被害当事者との信頼関係

構築、（３）薬害資料整理のためのワークショップに取り組んだ。この結果、大阪人権博物

館での安定した資料整理・調査の目処が立つと共に、今後どのように薬害資料を活用して

いくかに関する意識を薬害被害当事者の間にも具体的に持っていただくことができた。息

の長い作業になると見込まれるが、今後も当事者との信頼関係を大事にしつつ調査、研究

を推進していきたい。  

 

付記■  

 なお、今年度の研究において、上述の通りいくつかの薬害被害者団体の資料整理・調査

を研究班によって進めたが、公表については当事者・被害者団体による確認をすませ、次

年度以降にまとめて実施することとしたい。関係各位のご了解をお願いする次第である。 

 

 

 

 

 


